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１．事業概要
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①特別養護老人ホーム
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指定管理者制度導入
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　指定管理制度を導入している。事業運営に係る経費は介護報酬で賄えており、指定管理料等の支払いは無い。
　施設改修費に係る地方債元利償還金については、一般会計からの繰り入れにより必要額を償還している。
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（３） これまでの主な経営健全化の取組

２．将来の事業環境等

（１） 介護保険サービス事業における主な取組

（２） 高齢者人口等の予測

　地域の実情を把握している指定管理者が長年培ってきたノウハウやネットワークを活用し、地域の特性や介護需要に沿った
サービスの提供と安定的な施設運営に取り組んでいる。

　町全体の人口減少に伴い、高齢者人口は減少傾向に移行している。一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者
の増加が予測される。

　町立の介護施設である特別養護老人ホームは指定管理者制度を導入している。



（３） 介護需要の予測

（４） 施設の見通し

（５） 組織の見通し

　一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加等の予測により、介護サービスの需要は増加すると予測して
いる。

　特別養護老人ホームを維持し、施設の安定的な運営を行う。（他施設の整備予定なし）

　指定管理者制度による運営を継続する。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画策定に当たっての数値目標

②　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち財源についての説明

④　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　なし

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　人口減少に伴い高齢者人口も減少傾向となりますが、高齢化の進行により介護サービスの需要は増加することが予想され
る。今後も高齢者が要支援・要介護状態になっても、住み慣れた地域で本人の能力に応じ生きがいを持った生活を営むことが
できるよう関係機関と連携を図り、安定的なサービスを提供できる体制を構築できるよう指定管理者制度を継続し、民間事業者
のノウハウを生かしたサービス向上とコスト削減を図る。

　なし

　なし

　なし



①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

利用状況に関する事項

資金管理・調達・繰入金に関する事項

　

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

　指定管理者と共に地域に根差したケアシステムの構築を図っていく。

　施設の統合・縮小・廃止について検討は行っていない。

介護保険適用外の料金の見直しに関する事項

　指定管理者による介護サービスの提供であり、該当する事項はない。

　燃料費や物価等の高騰等を勘案し、適正な価格を検討、見直しを図る。

その他

　今後も指定管理者制度の活用を継続する。

　なし

　施設整備に係る地方債の償還金の財源として今後も一般会計より繰入を行
う。

新技術の導入に関する事項

資産の有効活用に関する事項

その他

地域包括ケアシステムの構築に関する事項



③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　指定管理者からの定期報告等により進捗管理を行い、計画期間内であっても介護保
険事業計画の策定等により変化が生じた場合は、本計画の見直しを行うものとする。

その他

職員給与費の適正化に関する事項

組織体制の効率化に関する事項



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 1 5,005 5,055 5,005 5,005 5,005 5,005

（１） (B) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

ア

イ (C)

ウ 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

（２） 1 5 55 5 5 5 5

ア

イ 1 5 55 5 5 5 5

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E) 1 5,005 5,055 5,005 5,005 5,005 5,005

1 (F) 41,009 16,623 13,585 15,585 1,255 1,255 1,255

（１）

（２） 38,831 11,585 11,585 11,585 1,255 1,255 1,255

（３）

（４）

（５）

（６） 2,178 5,038 2,000 4,000

（７）

２ (G) 41,009 16,623 13,585 15,585 1,255 1,255 1,255

（１） 2,178 5,038 2,000 4,000

（２） (H) 37,576 10,330 10,330 10,330

（３）

（４）

（５） 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

(J) 1 5,005 5,055 5,005 5,005 5,005 5,005

(K)

(L)

(M)

(N) 1 5,005 5,055 5,005 5,005 5,005 5,005

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

38,831 11,585 11,585 11,585 1,255 1,255 1,255

38,831 11,585 11,585 11,585 1,255 1,255 1,255
38,831 11,585 11,585 11,585 1,255 1,255 1,255

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により 算定 した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


